
議案第５５号 

 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成２７年６月８日提出 

 

山陽小野田市長 白 井 博 文   

 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市個人情報保護条例（平成１７年山陽小野田市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条中「保有する個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情

報を含む。以下この条において同じ。）」を加える。 

 第２条中第６号を第１０号とし、第５号を第９号とし、第４号の次に次の４

号を加える。 

 (5) 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）

第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

 (6) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規定する記録に記

録された特定個人情報をいう。 

 (7) 保有特定個人情報 実施機関が保有し、又は保有しようとする特定個人

情報をいう。 

 (8) 特定個人情報ファイル 次のいずれかをその内容に含む個人情報ファイ

ルをいう。 

  ア 個人番号（番号法第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同

じ。） 

  イ 個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号そ

の他の符号であって、住民票コード（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第７条第１３号に規定する住民票コードをいう。）以外のも



の 

第３条中「個人情報」の次に「（個人情報に該当しない特定個人情報を含む。

以下この条及び次条において同じ。）」を加える。 

 第５条第４項中「個人情報」の次に「並びに社会的差別の原因となるおそれ

のある個人情報」を加える。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （特定個人情報保護評価） 

第６条の２ 実施機関は、特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特

定個人情報保護委員会規則第１号）第７条第４項に規定する場合においては、

同項の規定により、審査会の意見を聴くものとする。 

第７条の見出し中「保有個人情報」の前に「保有特定個人情報以外の」を加

え、同条中「、保有個人情報」の次に「（保有特定個人情報を除く。以下この

条において同じ。）を加える。 

第７条の次に次の２条を加える。 

 （保有特定個人情報の利用の制限） 

第７条の２ 実施機関は、特定個人情報を取り扱う事務における特定個人情報

の利用目的以外の目的のために保有特定個人情報を当該実施機関の内部にお

いて利用してはならない。ただし、実施機関は、個人の生命、身体又は財産

の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同

意を得ることが困難であるときに該当すると認めるときは、特定個人情報を

取り扱う事務における特定個人情報の利用目的以外の目的のために保有特定

個人情報（情報提供等記録を除く。以下この条において同じ。）を自ら利用

することができる。 

２ 実施機関は、前項ただし書の規定により保有特定個人情報を特定個人情報

を取り扱う事務における特定個人情報の利用目的以外の目的のために利用す

るときは、当該保有特定個人情報に係る本人又は第三者の権利利益を不当に

侵害することのないようにしなければならない。 

３ 第１項ただし書及び前項の規定は、保有特定個人情報の利用又は提供を制

限する他の法令の規定の適用を妨げるものではない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するために特に必要があると認めると



きは、保有特定個人情報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部にお

ける利用を特定の部局又は機関に限るものとする。 

 （保有特定個人情報の提供の制限） 

第７条の３ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除

き、保有特定個人情報を提供してはならない。 

第８条第１項中「実施機関は、保有個人情報」の次に「（保有個人情報に該

当しない保有特定個人情報を含む。以下この条において同じ。）」を加える。 

第１０条第１項中「第６条第５項に規定する事務に係るものを除く。」を

「保有個人情報に該当しない保有特定個人情報を含む。第５項及び次条から第

１４条の２までにおいて同じ。」に改め、第２項を次のように改める。 

２ 次の各号に掲げる保有個人情報は、当該各号に定める者が本人に代わって

開示請求をすることができる。ただし、本人の権利利益を侵害するおそれの

あるものを除く。 

(1) 自己に係る保有個人情報（保有特定個人情報を除く。第４項において同

じ。） 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は任意後見人 

 (2) 自己に係る保有特定個人情報 未成年者若しくは成年被後見人の法定代

理人又は本人の委任による代理人 

第１０条第４項中「本人が」の前に「自己に係る保有個人情報について、」

を加え、「前項の」を「第２項第１号の」に改める。 

 第１２条第２項中「若しくは任意代理人」を「、任意代理人若しくは本人の

委任による代理人」に改める。 

 第１５条第１項中「保有個人情報」の次に「（保有個人情報に該当しない保

有特定個人情報を含む。次項において同じ。）」を加え、同条第３項中「保有

個人情報」の次に「（保有特定個人情報を除く。）」を加え、同条第４項中

「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次

の１項を加える。 

４ 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等記録を除く。以

下この項において同じ。）が次の各号のいずれかに該当すると思料するとき

は、この条例の定めるところにより、当該保有特定個人情報を保有する実施

機関に対し、当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当該



保有特定個人情報の利用停止に関して他の法令等の規定により特別の手続が

定められているときは、この限りでない。 

 (1) 当該保有特定個人情報を保有する実施機関により適法に取得されたもの

でないとき、当該保有特定個人情報の利用の目的の達成に必要な範囲を超

えて保有されているとき、第７条の２の規定に違反して利用されていると

き、番号法第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されている

とき、又は番号法第２８条の規定に違反して作成された特定個人情報ファ

イルに記録されているとき 当該保有特定個人情報の利用の停止又は消去 

 (2) 番号法第１９条の規定に違反して提供されているとき 当該保有特定個

人情報の提供の停止 

第１６条第１項第２号中「保有個人情報」の次に「（保有個人情報に該当し

ない保有特定個人情報を含む。ただし、利用停止の請求にあっては、情報提供

等記録を除く。次条において同じ。）」を加える。 

 第１９条の２第３項の表を次のように改める。 

第１０条第１項 実施機関に対して、

当該実施機関が 

指定実施機関に対して、当該指

定管理者が 

第１０条第１項 保有個人情報（保有

個人情報に該当しな

い保有特定個人情報

を含む。第５項及び

次条から第１４条の

２ ま で に お い て 同

じ。） 

保有個人情報（保有個人情報に

該当しない保有特定個人情報を

含み、当該指定管理者が公の施

設の管理を行うに当たって保有

するものに限る。第５項及び次

条から第１４条までにおいて同

じ。） 

第１２条 実施機関 指定実施機関 

第１３条第１項 以内に 以内に、指定管理者から当該請

求に係る保有個人情報の提供を

受けて 

第１５条第１項 保有個人情報（保有

個人情報に該当しな 

保有個人情報（保有個人情報に

該当しない保有特定個人情報を 



 い保有特定個人情報

を含む。 

含み、当該指定管理者が公の施

設の管理を行うに当たって保有

するものに限る。 

第１５条第３項 保有個人情報（保有

特定個人情報を除 

保有個人情報（保有特定個人情

報を除き、当該指定管理者が公 

 く。） の施設の管理を行うに当たって

保有するものに限る。） 

第１５条第４項 保 有 特 定 個 人 情 報

（情報提供等記録を

除く。 

保有特定個人情報（情報提供等

記録を除き、当該指定管理者が

公の施設の管理を行うに当たっ

て保有するものに限る。 

第１６条第１項第２号 保有個人情報（保有

個人情報に該当しな

い保有特定個人情報

を含む。ただし、利

用停止の請求にあっ

ては、情報提供等記

録を除く。 

保有個人情報（訂正又は削除の

請求にあっては保有個人情報に

該当しない保有特定個人情報を

含み、目的外利用等の停止の請

求にあっては保有個人情報に該

当しない保有特定個人情報を含

み、情報提供等記録を除く。た

だし、当該指定管理者が公の施

設の管理を行うに当たって保有

するものに限る。 

第１５条及び第１６条 実施機関 指定実施機関 

第１７条第１項 以内に 以内に、指定管理者から当該請

求に係る保有個人情報の提供を

受けて 

第２０条中「保有個人情報」の次に「（保有個人情報に該当しない保有特定

個人情報を含む。以下この条において同じ。）」を加える。 

第２４条中「保有個人情報」の次に「（保有個人情報に該当しない保有特定

個人情報を含む。第２６条において同じ。）」を加える。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、第５条第４項

の改正規定は、公布の日から施行する。 

（山陽小野田市執行機関の附属機関に関する条例の一部改正） 

２ 山陽小野田市執行機関の附属機関に関する条例（平成１７年山陽小野田市

条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

別表市長の部山陽小野田市個人情報保護審査会の項中「の開示請求又は訂

正請求」を「で定める開示請求又は訂正等の請求」に、「訂正の決定に係る」

を「訂正等の決定に対する」に、「答申すること」を「及び答申すること、

並びに同条例に基づき実施機関から求められた事項について意見を述べるこ

と」に改める。 
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議案第５５号参考資料 

山陽小野田市個人情報保護条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、市の機関等が保有する個人情報（個人情

報に該当しない特定個人情報を含む。以下この条において同

じ。）の開示等を請求する個人の権利を明らかにし、個人情

報の適正な取扱いに関し必要な事項を定め、もって個人の権

利利益を保護することを目的とする。 

第１条 この条例は、市の機関等が保有する個人情報の開示等

を請求する個人の権利を明らかにし、個人情報の適正な取扱

いに関し必要な事項を定め、もって個人の権利利益を保護す

ることを目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

(5) 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特

定個人情報をいう。 

 

(6) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規

定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

 

 (7) 保有特定個人情報 実施機関が保有し、又は保有しよう

とする特定個人情報をいう。 
 

(8) 特定個人情報ファイル 次のいずれかをその内容に含む

個人情報ファイルをいう。 
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ア 個人番号（番号法第２条第５項に規定する個人番号を

いう。以下同じ。） 

  イ 個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられ

る番号、記号その他の符号であって、住民票コード（住

民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第１３

号に規定する住民票コードをいう。）以外のもの 

 

(9) （略） (5) （略） 

(10) （略） (6) （略） 

（実施機関の責務） （実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、個人の権利利益を保護するため、個人情

報（個人情報に該当しない特定個人情報を含む。以下この条

及び次条において同じ。）の保護に関し必要な措置を講じな

ければならない。 

第３条 実施機関は、個人の権利利益を保護するため、個人情

報の保護に関し必要な措置を講じなければならない。 

  

（個人情報の収集の制限） （個人情報の収集の制限） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに

社会的差別の原因となるおそれのある個人情報を収集しては

ならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、

この限りでない。 

４ 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報を収集

してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当すると

きは、この限りでない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

 （特定個人情報保護評価）  
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第６条の２ 実施機関は、特定個人情報保護評価に関する規則

（平成２６年特定個人情報保護委員会規則第１号）第７条第

４項に規定する場合においては、同項の規定により、審査会

の意見を聴くものとする。 

 

（保有特定個人情報以外の保有個人情報の利用及び提供の制

限） 

（保有個人情報の利用及び提供の制限） 

第７条 実施機関は、保有個人情報（保有特定個人情報を除

く。以下この条において同じ。）を取り扱う事務の目的以外

に保有個人情報を利用し、又は実施機関以外のものに提供す

ること（以下「目的外利用等」という。）をしてはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。 

第７条 実施機関は、保有個人情報を取り扱う事務の目的以外

に保有個人情報を利用し、又は実施機関以外のものに提供す

ること（以下「目的外利用等」という。）をしてはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。 

 (1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（保有特定個人情報の利用の制限）  

第７条の２ 実施機関は、特定個人情報を取り扱う事務におけ

る特定個人情報の利用目的以外の目的のために保有特定個人

情報を当該実施機関の内部において利用してはならない。た

だし、実施機関は、個人の生命、身体又は財産の保護のため

に必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の

同意を得ることが困難であるときに該当すると認めるとき

は、特定個人情報を取り扱う事務における特定個人情報の利

用目的以外の目的のために保有特定個人情報（情報提供等記

録を除く。以下この条において同じ。）を自ら利用すること

ができる。 

 

２ 実施機関は、前項ただし書の規定により保有特定個人情報  
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を特定個人情報を取り扱う事務における特定個人情報の利用

目的以外の目的のために利用するときは、当該保有特定個人

情報に係る本人又は第三者の権利利益を不当に侵害すること

のないようにしなければならない。 

３ 第１項ただし書及び前項の規定は、保有特定個人情報の利

用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げるもので

はない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するために特に必要が

あると認めるときは、保有特定個人情報の利用目的以外の目

的のための実施機関の内部における利用を特定の部局又は機

関に限るものとする。 

 

（保有特定個人情報の提供の制限）  

第７条の３ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該

当する場合を除き、保有特定個人情報を提供してはならな

い。 

 

（保有個人情報の適正な管理） （保有個人情報の適正な管理） 

第８条 実施機関は、保有個人情報（保有個人情報に該当しな

い保有特定個人情報を含む。以下この条において同じ。）を

取り扱う事務の目的を達成するために必要な範囲内で、保有

個人情報を正確かつ最新の状態に保つよう努めなければなら

ない。 

第８条 実施機関は、保有個人情報を取り扱う事務の目的を達

成するために必要な範囲内で、保有個人情報を正確かつ最新

の状態に保つよう努めなければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（自己情報の開示請求） （自己情報の開示請求） 

第１０条 何人も、実施機関に対して、当該実施機関が保有す

る自己に関する保有個人情報（保有個人情報に該当しない保

第１０条 何人も、実施機関に対して、当該実施機関が保有す

る自己に関する保有個人情報（第６条第５項に規定する事務
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有特定個人情報を含む。第５項及び次条から第１４条の２ま

でにおいて同じ。）の開示の請求（以下「開示請求」とい

う。）をすることができる。 

に係るものを除く。）の開示の請求（以下「開示請求」とい

う。）をすることができる。 

２ 次の各号に掲げる保有個人情報は、当該各号に定める者が

本人に代わって開示請求をすることができる。ただし、本人

の権利利益を侵害するおそれのあるものを除く。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は任意後見

人は、本人に代わって開示請求をすることができる。ただ

し、本人の権利利益を侵害するおそれのあるものを除く。 

(1) 自己に係る保有個人情報（保有特定個人情報を除く。第

４項において同じ。） 未成年者若しくは成年被後見人の

法定代理人又は任意後見人 

 

(2) 自己に係る保有特定個人情報 未成年者若しくは成年被

後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人 
 

３ （略） ３ （略） 

４ 自己に係る保有個人情報について、本人が開示請求をする

ことができないやむを得ない理由があると認められる場合に

は、第２項第１号の法定代理人又は任意後見人以外の代理人

（以下「任意代理人」という。）によって開示請求をするこ

とができる。ただし、本人の権利利益を侵害するおそれのあ

るものを除く。 

４ 本人が開示請求をすることができないやむを得ない理由が

あると認められる場合には、前項の法定代理人又は任意後見

人以外の代理人（以下「任意代理人」という。）によって開

示請求をすることができる。ただし、本人の権利利益を侵害

するおそれのあるものを除く。 

５ （略） ５ (略) 

  

（開示請求の手続） （開示請求の手続） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２ 開示請求をしようとする者は、実施機関に対して、自己が

当該開示請求に係る保有個人情報の本人又は本人の法定代理

人、任意後見人、任意代理人若しくは本人の委任による代理

２ 開示請求をしようとする者は、実施機関に対して、自己が

当該開示請求に係る保有個人情報の本人又は本人の法定代理

人、任意後見人若しくは任意代理人であることを証明するた



- 6 - 

人であることを証明するために必要な書類で、実施機関が定

めるものを提出し、又は提示しなければならない。 

めに必要な書類で、実施機関が定めるものを提出し、又は提

示しなければならない。 

  

（自己情報の訂正等の請求） （自己情報の訂正等の請求） 

第１５条 第１４条第１項の規定により開示を受けた自己に関

する保有個人情報（保有個人情報に該当しない保有特定個人

情報を含む。次項において同じ。）に事実の誤りがあると認

める者は、実施機関に対して、その訂正を請求することがで

きる。 

第１５条 第１４条第１項の規定により開示を受けた自己に関

する保有個人情報に事実の誤りがあると認める者は、実施機

関に対して、その訂正を請求することができる。 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１４条第１項の規定により開示を受けた自己に関する保

有個人情報（保有特定個人情報を除く。）が第７条の規定に

違反して目的外利用等をされていると認める者は、実施機関

に対して、その停止を請求することができる。 

３ 第１４条第１項の規定により開示を受けた自己に関する保

有個人情報が第７条の規定に違反して目的外利用等をされて

いると認める者は、実施機関に対して、その停止を請求する

ことができる。 

４ 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等

記録を除く。以下この項において同じ。）が次の各号のいず

れかに該当すると思料するときは、この条例の定めるところ

により、当該保有特定個人情報を保有する実施機関に対し、

当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当

該保有特定個人情報の利用停止に関して他の法令等の規定に

より特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

 

 (1) 当該保有特定個人情報を保有する実施機関により適法に

取得されたものでないとき、当該保有特定個人情報の利用

の目的の達成に必要な範囲を超えて保有されているとき、

第 7 条の２の規定に違反して利用されているとき、番号法
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第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されて

いるとき、又は番号法第２８条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイルに記録されているとき 当該保有

特定個人情報の利用の停止又は消去 

 (2) 番号法第１９条の規定に違反して提供されているとき  

当該保有特定個人情報の提供の停止 
 

５ 第１０条第２項から第４項までの規定は、前各項に規定す

る訂正、削除又は目的外利用等の停止（以下「訂正等」とい

う。）の請求について準用する。 

４ 第１０条第２項から第４項までの規定は、前３項に規定す

る訂正、削除又は目的外利用等の停止（以下「訂正等」とい

う。）の請求について準用する。 

（訂正等の請求の手続） （訂正等の請求の手続） 

第１６条 訂正等の請求をしようとする者は、次に掲げる事項

を記載した請求書を実施機関に提出しなければならない。 

第１６条 訂正等の請求をしようとする者は、次に掲げる事項

を記載した請求書を実施機関に提出しなければならない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

(2) 訂正等の請求に係る保有個人情報（保有個人情報に該当

しない保有特定個人情報を含む。ただし、利用停止の請求

にあっては、情報提供等記録を除く。次条において同

じ。）を特定するために必要な事項 

(2) 訂正等の請求に係る保有個人情報を特定するために必要

な事項 

 (3)・(4) （略）  (3)・(4) （略） 

  

（指定管理者に関する特例） （指定管理者に関する特例） 

第１９条の２ （略） 第１９条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項に規定する場合における第１０条から第１７条まで ３ 第１項に規定する場合における第１０条から第１７条まで
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（第１４条の２を除く。）の規定の適用については、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（第１４条の２を除く。）の規定の適用については、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１０条第１項 実施機関に対し

て、当該実施機

関が 

指定実施機関に対して、

当該指定管理者が 

第１０条第１項 保有個人情報

（保有個人情報

に該当しない保

有特定個人情報

を含む。第５項

及び次条から第

１４条の２まで

において同

じ。） 

保有個人情報（当該指定

管理者が公の施設の管理

を行うに当たって保有す

るものに限る。第５項及

び次条から第１４条まで

において同じ。） 

第１２条 実施機関 指定実施機関 

第１３条第１項 以内に 以内に、指定管理者から

当該請求に係る保有個人

情報の提供を受けて 

第１５条第１項 保有個人情報

（保有個人情報

に該当しない保

有特定個人情報

を含む。 

保有個人情報（保有個人

情報に該当しない保有特

定個人情報を含み、当該

指定管理者が公の施設の

管理を行うに当たって保

有するものに限る。 

第１０条第１項 実施機関に対し

て、当該実施機

関が 

指定実施機関に対して、

当該指定管理者が 

第１０条第１項 保有個人情報 保有個人情報（当該指定

管理者が公の施設の管理

を行うに当たって保有す

るものに限る。以下第５

項及び次条から第１７条

まで（第１４条の２を除

く。）において同じ。） 

第１２条 実施機関 指定実施機関 

第１３条第１項 以内に 以内に、指定管理者から

当該請求に係る保有個人

情報の提供を受けて 
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第１５条第３項 保有個人情報

（保有特定個人

情報を除く。） 

保有個人情報（保有特定

個人情報を除き、当該指

定管理者が公の施設の管

理を行うに当たって保有

するものに限る。） 

第１５条第４項 保有特定個人情

報（情報提供等

記録を除く。 

保有特定個人情報（情報

提供等記録を除き、当該

指定管理者が公の施設の

管理を行うに当たって保

有するものに限る。 

第１６条第１項

第２号 

保有個人情報

（保有個人情報

に該当しない保

有特定個人情報

を含む。ただ

し、利用停止の

請求にあって

は、情報提供等

記録を除く。 

保有個人情報（訂正又は

削除の請求にあっては保

有個人情報に該当しない

保有特定個人情報を含

み、目的外利用等の停止

の請求にあっては保有個

人情報に該当しない保有

特定個人情報を含み、情

報提供等記録を除く。た

だし、当該指定管理者が

公の施設の管理を行うに

当たって保有するものに

限る。 

第１５条及び第

１６条 

実施機関 指定実施機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５条及び第

１６条 

実施機関 指定実施機関 
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第１７条第１項 以内に 以内に、指定管理者から

当該請求に係る保有個人

情報の提供を受けて 
 

第１７条第１項 以内に 以内に、指定管理者から

当該請求に係る保有個人

情報の提供を受けて 
 

  

（他の制度との調整） （他の制度との調整） 

第２０条 この条例は、次に掲げる保有個人情報（保有個人情

報に該当しない保有特定個人情報を含む。以下この条におい

て同じ。）については、適用しない。 

第２０条 この条例は、次に掲げる保有個人情報については、

適用しない。 

 (1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

第２４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保

有個人情報（保有個人情報に該当しない保有特定個人情報を

含む。第２６条において同じ。）を自己若しくは第三者の不

正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以

下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第２４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保

有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で

提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円

以下の罰金に処する。 
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山陽小野田市執行機関の附属機関に関する条例（附則第２項関係） 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任する事務 

市長 （略） （略） 

山陽小野田市個

人情報保護審査

会 

山陽小野田市個人情報保護条

例（平成１７年山陽小野田市

条例第９号）で定める開示請

求又は訂正等の請求に係る個

人情報の開示又は訂正等の決

定に対する行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０

号）に基づく不服申立てにつ

いて審議し、及び答申するこ

と、並びに同条例に基づき実

施機関から求められた事項に

ついて意見を述べること。 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任する事務 

市長 （略） （略） 

山陽小野田市個

人情報保護審査

会 

山陽小野田市個人情報保護条

例（平成１７年山陽小野田市

条例第９号）の開示請求又は

訂正請求に係る個人情報の開

示又は訂正の決定に係る行政

不服審査法（昭和３７年法律

第１６０号）に基づく不服申

立てについて審議し、答申す

ること。 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

 

 


